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二相混合体内の波動伝播に基づ く海底地盤の波浪応答の理論解

由 比 政 年*・ 石 田 啓**・ 矢 富 盟 祥***

廣 部 英 一****・ 保 智 正 和*****

1.序 論

波浪 に よる海底地盤 の動 的な応答特性 を知 ることは,

海洋構造物 基礎地盤 の安定性 を評 価す る上 での重要課題

の1つ であ る.海 底地盤 を気泡 を含 む間隙水(圧 縮性流

体)と 土粒 子骨格(線 形弾性体)と の混合体 と考 える と,

波浪 に よる水圧変動が地 盤表面 に作用 す ることによ り,

地盤 内部 には2種 類 の膨 張波 と1種 類のせん断波が誘起

され,こ れ らの波動 の伝播 によ り土粒子骨格 や間隙水 の

動 的な応答が生 じる.つ ま り,海 底地盤 の波浪応答 の問

題 は,土,水 の二相混 合体 内部 を伝播 す る波動の問題 に

帰着 で きる.二相混合体 内の波動 の特性 に対 しては,Biot

(1956)の 理論が良 く用い られ るが,Biotの 理論 には,物

理 的意 味 の不明 確 な仮 想 質量 がパ ラ メ ータ と して含 ま

れ,ま た,具 体 的な問題 に対 して閉 じた解 を求 める こと

も非 常 に困難で ある.こ れ に対 し,本 研 究で は,海 底 地

盤 内部 の波動伝播 問題 に,Mei(1989)が,混 合体理論 か

ら導いた基礎方程 式 を適用 し,境 界領 域近似 を用 いず に

直 接解 くこ とによ り,海 底地盤 の波 浪応答 に対 する新 し

い理論解 を物理 的意 味の明快 な形 で誘 導す る.ま た,本

論 で誘 導 され る動 的な理論解が,そ の極限形 として,従

来用い られ てきた準 静的 な解(Yamamotoら,1978)を

含 む こ とを示 し,両 者の関係 か ら,動 的解,準 静 的解の

有効 性 を判 断する上 で重要 となる無 次元パ ラメータ を提

示す る.

2.基 礎 方 程 式 お よび 境 界 条 件

2.1基 礎方程式

Mei(1989)の 手法 に従 い,海 底 地盤 を多孔質 の土粒子

骨格 と間 隙水 の混合体 と考 え,混 合体理論 に基 づいて定

式化 を行 う.

まず,土 粒子 骨格 は圧縮性 を持つ とし,有 効 応力 とひ

ず みの関係 がHookeの 法則 に従 う,等 方 ・一様 な線形弾

性体 としてモデル化す る.た だ し,土 粒子 自身 は非圧縮

性 とす る.一 方,間 隙水 は気泡 の混入 を考慮 して圧縮 性

の完全 流体 として扱 う.次 に,二 相 間の相互作用力 は,

二相 間の相対運動 に よる抗力 と間隙水 圧 に関連 した力の

和 で表 され る とし,重 力項 は他 の各項 に比較 して十分 小

さい と仮定 する.静 的平衡状態 か らの変動量 に対 す る基

礎 方程式 を求 める こと とし,微 小 量(変 動量)の2次 以

上の項 を無視 して線形化 を行 うと,貯 留式 および土相,

水相の運動 方程 式が次 のよ うに導かれ る.

(1)

ここで,pは 間隙水圧,uは 変位 であ り,静 的平衡状態 か

らの変動 量 を表す.な お,添 え字s,wは,そ れ ぞれ土相

お よび水 相 に対応 する.ま た,ρ は物質 密度,β は間隙水

の体積弾 性係数,n,κ,G,ν は土粒 子骨格 の間隙率,透

水係数,せ ん断弾性係 数お よびボア ソン比 をそれ ぞれ表

す.

土粒 子骨格 と間 隙水 の変位us,uwを,ス カラーポテ ン

シャル φs,φwとベ ク トル ポテンシ ャル ψs,ψwを 用いて

非 回転部 分 と非発散部 分 に分解 す る。

(2)

これ を式(1)に 代入 し整理 す ると次式が得 られ る.

(3)
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p,φs,φw,ψs,ψwが 以 下 の 式 を満 足 す る時,式(3)

は,自 動 的 に満 た され る こ とに な る.

(4)

(5)

ここで,p,φs,φwに 対す る方程 式系(4)と,ψs,ψw

に対 す る方程式系(5)は,互 い に分離 された形で表 さ

れてお り,前者が海底地盤 内の膨張波 に対 す る方程式系,

後者 がせん断波 に対 す る方程 式系 となってい る.

2.2境 界 条 件

以 下で は,x-z面 内 の平面 ひずみ問題 を考 え,水 平方 向

にx軸,鉛 直下 向きにz軸 を取 る.x軸 の正の方 向に進

行 す る波浪 と厚 さが半 無限大の地盤 を考 え,地 盤 の表面

と無限下方で次 のよ うな境界条件 を課 す.

(6)

なお,us=(us,ws)で あ り,σzz,τzxは それぞれ,鉛 直 有

効 応力 およびせ ん断応力 を表す.ま た,地 盤表面 での間

隙水圧 の変動振 幅p0は 微小振 幅波理論 を用 いて求 め る.

3.理 論 解 の 誘 導

3.1膨 張波 に対 す る特 性方程式

境界条件 が時間お よび空 間(x方 向)に 関 して周期的

で あるので,間 隙水圧 とスカラーポ テンシャルの任意点

で の解 に も調和 振動的 な形 を仮 定す る.

(7)

これ らを式(4)に 代入 し,得 られ た式 が非 自明な解 を

持 つ とい う条件か ら,ξ に対 す る特性 方程 式が2次 の代

数 方程 式 として導か れ る.こ れ を解 いて,2組 の複素解

±ξ1,± ξ2を求 める と次の ようにな る.

(8)

(9)

た だ し,ξ1,ξ2は 虚 数 部 が 正 の もの を選 ぶ も の とす る.

な お,d1,d2,d3は 以 下 の 通 りで あ り,

(10)

(11)

(12)

ま た,ρe,μ,mは,そ れ ぞ れ 次 の よ う に表 さ れ る.

(13)

(14)

(15)

ここで,ρeは,海 底 地盤 の混合体 として の密度 であ り,

μ,mは 無次元 のパ ラメー タ となる.ま た,ξ1,ξ2に 対応

した波動 は,Biot(1956)の 示 した2種 類 の膨張波 に対応

してお り,以 下 で は,こ れ らをそれ ぞれ第1,第2の 膨

張波 と呼 ぶ ことにす る.

3.2せ ん断波 に対 す る特性方程 式

3.1節 と同様 にベ ク トル ポテ ンシャル の解 に も調和 振

動的 な形 を仮 定す る.

(16)

なお,平 面 ひず み問題 で は,ψs,ψwはy成 分の み有効 と

なるのでy成 分の みを示 してい る.

これ らを式(5)に 代 入 し,得 られた式が非 自明 な解

を持 つ とい う条件 か ら,η に対 す る特性 方程式 が1次 の

代数 方程 式 として導 かれ,そ の解が 次の ように求 め られ

る.

(17)

た だ し,η は虚 数 部 が 正 の もの を選 ぶ もの とす る.

3.3係 数 間 の 関 係 式

3.1,3.2節 の結 果 と無 限 下 方 で の境 界 条 件 を考 慮 す る

と,p,φs,φw,ψsy,ψwyは 次 の よ う に表 さ れ る.

(18)

ここで,各 項 の係数 は独立 で はな く,式(4)お よび(5)

を満た す とい う条件か ら,次 の関係式 が得 られ る.

(19)

ただ し,Γjお よびΛjは 次式で表 される.
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(20)

次 に,地 盤表面で の境界 条件か ら以下 の式が導かれ る.

(21)

ここで,Fiは 次式で定義 され る.

(22)

3.4理 論解の誘 導

式(21)をS1,S2に ついて解 き,そ の結 果 を式(19)

に代入 す ると,海 底地盤 の波浪応答 に対 す る動的 な理論

解 として次式が得 られ る.

(23)

ただ し,J,Mは 次式で定義 され る.

(24)

間隙水圧 の変 動 は,第1,第2の 膨張波 の重 ね合わせ

で表現 され,第1項,第2項 がそれ ぞれ第1,第2の 膨

張波 に対応 してい る.ま た,両 者の係数比 は,無 次元パ

ラメー タMの みで決定 される.な お,間 隙水圧 の変動 は,

せん断波 には よらない.

一方
,土粒子骨格 の変位us,wsは,ポ テ ンシャル φs,ψsy

を式(2)に 代 入す るこ とに より求 められ,2つ の膨張

波 とせ ん断波 の重ね合わせ として次の よ うに表 され る.

(25)

ここで,us,wsの 第1項,第2項 が それぞれ第1,第

2の 膨 張波 に,第3項 がせ ん断波 に よる変位 に対応 して

い る.ま た,変 位 の式 をHookeの 法則 に代入す る ことに

より,有 効応力 も容 易 に算 出す る ことがで きる.

4.理 論 解 に対 す る考 察

4.1膨 張波 およびせ ん断 波の鉛直方 向の伝達 特性

海 底 地盤 の波 浪応答 にお ける代表 的 な諸元 を用 い る

と,

(26)

とな るので,μ の1次 以 上の項が1に 対 して無 視 で きる

として,式(8)お よび(17)を 簡 略化 す る と,ξ1,η は

次の ように表せ る.

(27)

ただ し,ε お よび δは,次 式 で定義 され る.

(28)

εは(nG/β)お よび νの関数で あ り,図-1に 示 す ように,

0≦ ε≦0.5の 範 囲内で変化 する.

ここで,水 面波 の位相 速度 をCwと し,ま た,海 底地盤

内の土相 と水相 が一体 となって運 動す る場合 のせん断波

の位相速度 をCsと す ると,

(29)

で あ り,こ れ ら を用 い る と,δ はCwとCsの 比 の2乗 と

して,次 の よ うに 表 せ る.

(30)

微 小振 幅波理論 に基 づ き,水 深hお よびCsに 対 す る δ

の変化 を,水 面 波の周期Tを パ ラメー タ として計 算 した

結 果 を図-2お よび3に 示 す.な お,図-2で は,Csは

100(m/s)に,図-3で は,hは50(m)に それぞれ固定 し

図-1ε のν に対す る変化
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図-2δ のhに 対 する変化

図-3δ のCsに 対す る変化

て計算 を行 ってい る.こ れ らの図 よ り,Cs>100(m/s)の

条件下 では,δ≪1と な るが,Cs<100(m/s)と なる ような

軟弱地盤 に対 して は,δ はCsの 減 少 に伴 い急激 な上昇 を

見せ る こと,ま た,微 小振幅波理 論の分散関係 に従 う場

合 には,水 面波 の周期Tが 小 さ くな るほど δの値 は小 さ

くなる ことが分か る.

ここで,1に 対 して δの2次 以 上の項が無視 で きるよ

うな場合 を考 える と,ξ1,η は次の ように簡略化 され る.

(31)

ξ1,ηは,と もに準虚数 となるので,こ の近似 の もとで

は,第1の 膨 張波 およびせん断波 は,鉛 直 方向に無限大

の位相 速度で伝播す る ことにな る.ま た,振 幅がe-1倍 と

な る距 離 を減衰 の代表長 さLと 定義す る と,

(32)

とな り,水 面波 の波数aと δに依存 す ることが分か る.

なお,今 の場合,第1の 膨 張波 とせ ん断波の位相 ・減衰

特性 は,透 水係数 の影響 を受 けない.

一方
,第2の 膨張波 について,μ≪1の 近似 を行 う と,

(33)

となる.ξ2は 複素数 にな るので,第2の 膨張波 はz方 向

に減衰 と位 相遅 れ を伴 いなが ら伝播す る.ま た,一 般 に,

(34)

とな り,第2の 膨張波 の減 衰 は,第1の 膨 張波お よびせ

ん断波 に比べてか な り急激な もの となる.

4.2係 数 間の関係 式

3.3節 で求 めた係 数 間の 関係 式 を μ≪1の 条件 下 で近

似 す ると以下の式 が得 られ る.

(35)

この 時,式(19)よ り,

(36)

であ り,第1の 膨 張波 とせ ん断波 に関連 した部分 では,

土粒子骨格変位usと 間隙水 変位uwは 等 しくな る.つ ま

り,土 粒子骨格 と間隙水 の相対運動 は,第2の 膨 張波 に

よってのみ生 じ,第1の 膨張波 とせん断波 にはよ らない.

4.3準 静的解 との比 較

次 に,今 回得 られ た動 的 な理 論 解 とYamamotoら

(1978)の 準静 的な理論解 との関係 を検討 する.

まず,3.1お よび3.2節 で得 られた波動 の特性 に関 して

は次 の ことがい える.準 静 的解 での間隙水圧 お よび土粒

子骨格変位 の各項の指数部分 は,第1の 膨 張波 とせ ん断

波 に対 して は,式(31)で δ→0の 極限 を とった もの に対

応 し,ま た,第2の 膨張波 に対 して は式(33)に 対応 し

て いる.従 って,準 静 的解 において は,第1の 膨 張波 と

せ ん断波 に対 して,波 動 の減衰 を過大 に評価 してい る こ

とにな る.通 常の場合 には,δ は1に 対 して十分小 さな値

を取 り,そ の影響 も小 さい と考 え られるが,大 河川 の河

口周辺 で見 られ るよ うな未圧密軟弱地盤 の波浪安定性 を

考 え る場 合 には,δ は1に 対 して無 視 で きない大 きさ と

な り,慣 性項 を含 んだ動的な解析が必 要 とな る.

次に,各 項 の係数部分 についての比較 を行 う.μの1次

以 上 の項 お よび δの2次 以上 の項 を1に 対 して無 視 す

る近似 を行 う と,間 隙水圧の表示式(23)中 のMは 次の

ようにな り,

(37)

δに関連 した項 は互 いにキ ャンセルす る.つ まり,間 隙水

圧 の各項 の係数部分 に対 しては,δ は,2次 以上 の影 響 し

か もた ない.

ここで,式(37)を さ らに変形 す る と,間 隙水圧 の第

1項,第2項 の係 数部 分が,Yamamotoら の準静 的解 と

完全 に一致 する ことを示 す ことがで きる.た だ し,本 論

で は,x軸 の正 方向 の進行 波 を扱 って い るの に対 し,
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Yamamotoら(1978)は,x軸 の負 方向の進行波 を対 象

としてい る ことを考慮 す る必要が ある.

次に,土 粒子骨格変位 に対 して同様 の近似 を行 う と,

usの 係数部 分 は,式(38)に 示 す ように,δ の1次 の項

が残 る形 となる.こ れ より,間 隙水圧 よ りも土粒子骨格

変位 の方が,慣 性項 の影響 をよ り強 く受 け ることが分 か

る.

(38)

こ こで,δ→0の 極 限 に対す るusの 関数形 を計 算す る と,

(39)

となる.式(39)に 対 して も,水 面波 の進行 方向の違 い

を考慮 して式変形 を行 う ことに よ り,Yamamotoら の準

静的解 と等価 であ るこ とを示 す ことがで きる.な お,極

限操作 の際,第1の 膨張波 とせ ん断波 に対応 した部分が,

0/0の 不定形 とな るが,そ の部分 につい ては,ロ ピタル の

定理 を用 いて,極 限形 を求 めてい る.

また,土 粒子骨格 の鉛直方向変位wsに 関 して,同 様 に

μ→0,δ →0の 極限形 を求 め ると次 のよ うにな り,

(40)

これ もYamamotoら の準 静的解 と等価 な形 となる.

以 上 の ことよ り,Yamamotoら の準静 的解 は,今 回導

かれた理論解 において,μ→0,δ →0の 極限 を とった もの

であ るこ とが わか る.な お,μ→0,δ →0は それ ぞれ,貯

留 式中お よび運動 方程式中で慣性項 が無視で きるための

条件 に相当す る.

この結果 よ り,準 静的解 の適用性 を考慮す る際 に は,

2つ の無次元パ ラメータ,μ,δ が重 要な役割 を果 たす こ

とがわか る.こ れ らのパ ラメー タが1に 比較 して十 分小

さい場 合 には,準 静 的解が適用可能 であ るが,こ れ らの

値が1に 対 して無視 で きない ような場 合,即 ち,先 に述

べ た ような大河川河 口周辺部で の未圧 密軟弱地盤等 の波

浪安定性 の検討 に際 して は,準 静的解 で はな く,今 回示

した動 的な解(式(23))を 用い る必要 が ある.

な お,準 静 的 な解 の 適 用 性 に関 して は,Miuraら

(1991)が,有 限要素法 を用いた動的 な数値 解析結果 と準

静的 お よび静的 な理論解析 結果 とを比較 し,動 的 な手 法

が最 も正確 であ るこ と,特 に地盤 の透水性 が高 く,軟 弱

な地盤 において有効 で ある ことを示 して いる.こ の指 摘

の うち,地 盤 の透水性 に関 した部分 は μに,地 盤 の剛性

に関 した部分 は δに,そ れぞれ関連 した ものであ る.ま

た,Sakaiら(1988)は,Meiら(1981)の 境界領域近 似

解 を拡張 して,慣 性項 の影響 を検討 し,海 底面 の圧力 波

形 が前傾 し切 り立 った形 を持つ場合 に は,動 的 な解 が必

要 とな る可能性 を示唆 している.こ の点 に関 しては,今

回の解析 の結果 よ り,以 下 のこ とがい える.4.1節 に示 し

た ように,最 も周波数 の低 い成分波 に対 して δが1よ り

も十 分小 さけれ ば,そ れ よ り高 い周 波数の成分 に対 す る

δの値 はさらに小 さ くな り,準 静的解 の適用 が可能 にな

る.つ ま り,準 静 的な近似が有効性 を失 うのは,高 周波

成分 に対 してではな く,逆 に波長 が非常 に長 い場合,即

ち1次 元的 な解析 を行 う場合 とな る.

5.結 論

海底 地盤 を間 隙水(圧 縮性流体)と 土粒子骨格(線 形

弾性体)の 混合体 でモデル化 し,そ の混合体 内部 を伝 播

す る2種 類の膨張波 と1種 類 のせ ん断波 に対 して,波 動

の位相,減衰特性 を導いた.さ らに,一 様 な半無 限地盤 に

波 浪が作用す る場合 の土粒子骨格 と間隙水 の動 的応 答 に

対 す る理論解 を誘 導 した.得 られた解 の各成分 は第1,

第2の 膨張波 およびせん断波 に対応 してお り,物 理 的意

味 の きわ めて明確 な形 で表現 された.ま た,今 回得 られ

た理論 解 は,そ の極 限形 として,従 来用 い られ て きた準

静 的な理論解 を含 む ことを示 し,さ らに,両 者 の関係 を

検討 す るこ とによ り,準 静的解 の適 用性 を判断 す る上 で

重要 とな る2つ の無 次元パ ラメータ を提示 した.
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